
 
 

貿易赤字の続くなかでの原油価格の急落（その 2） 
資源量に制約される原油価格は、中長期的には確実に上昇する 

 
本稿（その 1 ）で述べたように、2005年以降続いていた原油価格の異常とも言える高騰が、昨年（2014年）

末に急落した。本稿では、この原油価格の異常高騰は何だったのか、今後の原油価格がどのように変化するのか、
さらには、今回の原油価格の低下が、2011 年から 4年間続いている日本の貿易赤字にどのような影響を与える
のかについて考察してみる。 

 
中長期的には、資源量の制約による原油価格の上昇は必ず起こる 

 
本稿（その 1 ）の図 1-1 に示したように、昨年（2014年）暮れの急速な価格下落で、2005 年から続いてい

た国際貿易市場の原油価格の異常高騰が、どうやら、終わったように見える。その理由は、本稿（その 1 ）に記
したように、世界の石油の主産地である中東において、世界の原油価格の決定に大きな影響力を持つ OPEC（石
油輸出機構）を主導しているサウジアラビアが、原油価格を調整するための原油の生産調整を行わないと発表し
たために、世界の原油の供給がタイトになって起こる価格の異常高騰を誘う投機マネー（水野らによる文献 2-1 
参照）が原油の取引市場に入り込む余地がなくなったからであろう。 

 
では、今後、このような原油価格の異常高騰は起こらないと考えてよいかと言うと、必ずしも、そうとは言え

ないと思う。それは、本稿（その 3 ）に後記するように、世界の主要な石油の生産地である中東の政治には、依
然として、石油の安定供給を阻害する要因が残ってはいるからである。しかし、この政治的な問題の影響を最小
限に止めることができたとしても、すでに、採掘可能量の半分以上を消費したとされる石油資源が枯渇に近づい
ていけば、中長期的な価格上昇は、確実に起こるはずである。いや、本稿（その１）図 1-1 に見られるように、
すでに始まっていると見ることもできる。では、この資源量の制約に伴う原油価格の上昇をどのように予測すれ
ばよいのであろうか？ 

 
石油資源の残存量に左右される国際貿易市場原油価格上昇の予測方法 

 
原油の国際価格が、今後、その投機買いによる高騰に左右されずに、需要と供給の関係で変化すると仮定する。

すなわち、やがて、枯渇する原油では、その残存資源量に反比例して、国際貿易市場価格、すなわち、わが国に
とっての輸入 CIF価格（産地の出荷に運賃と保険料を上乗せした価格）が決まると仮定する。 

 
1990 年を基準とした原油の残存資源量を次のようにして求める。エネルギー経済研究所データ（エネ研デー

タ（文献 2-2 ））から、2011 年の残存資源量を、BP 社による同年の確認可採埋蔵量 234.3 ×109 トン（石油
換算）とする。ただし、この確認可採埋蔵量の値は、消費量分に応じて年次減少するとして、1990 年の残存資
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源量は、同年～2011年の 21 年間の一次エネルギー消費（石油）の値（IEAのデータ（エネ研データ（文献 2-2 ）
から）の累積値 78.41 ×109トン を加えた 312.7 ( = 234.3 + 78.41 )×109 トン とする。同様に、例えば、
2000年の残存量は、1990年の残存量から、1990 ~ 2000 年の消費量の累計値 34.84 ×109 トンを差し引い
た値 277.9（＝312.7 － 34.84 ）トン と計算される。したがって、1990年を基準 にした 2000年の原油の
残存比率 a の値は、0.888 ( = 277.9 / 312.7) となる。 

 
一方、原油の国際市場価格についても、その資源残存量に関連して決まる値は、1990 年の価格を基準にして、

例えば、2000年の値は、その残存比率 a = 0.888 の逆数 1 /a = 1.125 に比例して与えられるとする。この残
存比率の逆数1/aの値と原油の残存量の指標としての ( 1－a ) の関係を図示したのが図2-1 である。この図2-1
には、さらに、実際の輸入 CIF価格の 1990年の値に対する比率（輸入 CIF価格比率）を、それぞれの年の ( 1 – 
a ) の値に対して図示してある。 

 
この図 2-1 に見られるように、（輸入 CIF価格比率）の値は、2000年までは、ほぼ 1/a 対( 1 – a ) の曲線

上にあるとみてよいが、2005 年以降の値は、この 1/a 対 ( 1 – a ) の曲線から乖離して、異常に大きな値を示
している。これが、上記したように、原油の売買の市場に、ファンドなどの投機資本が入り込んだ結果による異
常価格高騰である。さらに、この石油バブルが崩壊して、価格の急落を示した 2014年末の輸入 CIF価格の値は、
図 2-1に十字印で示すように、たまたまと言ってよいが、石油資源の残存比率に関連した 1 / a  対 ( 1 – a ) の
曲線上に回帰しているように見える。 

 
国際市場の原油の貿易価格を支配する因子は複雑で（文献 2-1 参照）、その資源量と貿易価格がこの( 1 – a ) 対 

1/ a の関係で与えられるだろうとする私の予想の信頼性には問題があるが、現在の石油の消費量が継続し、残存
量が減って行けば、中長期的には、原油価格は確実に上昇する。図 2-1 は、この資源量に左右される今後の原油
価格の上昇を定量的に予測する際に、有効に利用できると考えて頂きたい。 
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注： a ；1990年を基準にした原油資源の残存比率、 1 / a ；原油の国際貿易価格が、資源の残存比率 a の値に反比例すると仮定した時

の予測値を示す曲線、 輸入CIF 価格比率； 輸入CIF価格の 1990年の値に値に対する比率 

図2－1 原油資源の残存量と原油の国際貿易価格（輸入CIF価格）の関係の予測 

（作図の方法については本文参照） 

 
原油価格の急落は日本の貿易赤字の解消に余り貢献しない 

 
3.11の福島原発事故以来、原発電力代替の化石燃料の輸入金額の増加が、4年連続の貿易赤字をもたらしてい

るから、2012年度の時点で、輸入金額のなかの 17.4 %を占めるようになった原油の輸入金額の下落が、この貿
易赤字の解消につながれば、日本経済にとって大きな福音になはずである。 

 
2012年度で 114.19 ドル/バレルまで上がっていた原油の輸入 CIF価格が、昨年(2014年）の暮れには、半値以下

まで急落したので、2015年度の値を 45 ドル/バレルとする。すなわち、原油価格が、2011 年度の値から 39.4 % ( = 
45 /114.19 ) 下落するとする。この原油価格の下落による原油輸入金額の減少は、原油の輸入CIF価格（円建
て）および原油輸入量に 2012年度の値（文献 2-2 から）を用いて計算すると 

   （211,026 千 kℓ）×( 59,35７円/kℓ) ×( 1－0.394 )) =7.59 兆円 
となる。 
 
 しかし、一方で、アベノミクスによる円安が今後も継続するとして、輸入品価格が、2012年度に対して 25 % 
（1 ドル 92 円が 115 円になったとして）上昇するから、2012 年度の輸入金額 72.12 兆円からの輸入金額の
増加は、 

（72.12 兆円）×0.25 = 18.0兆円 
となる。 
 
したがって、2015年の貿易赤字は 12.21 ( = 18.0 – 7.59 ) 兆円となり、円安による輸出の伸びが 2012

年の輸出金額 63.94 兆円から 19.1 % ( = 12.21 / 63.94 ) 増加しない限り、貿易赤字は、解消されないこと
になる。 
以上、種々の仮定を含んだ概算であるが、今回の原油価格の下落が、現在、日本経済にとっての脅威として続

いている貿易赤字の解消に、期待したような効果が得られないことが予想される。 
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